







がら, 戦時下の住宅市場という問題については, 住宅政策史研究の中で, 諸政策の背景説明と
して略述される程度であり, 社会経済的な実態の解明という点では未だ不十分であるといわざ




お考究の余地が残されているように思われる｡ また, 個々の政策は, それぞれ独自の目的をも








１) 原朗・山崎志郎編著 『戦時日本の経済再編成』 日本経済評論社,     年｡
２) 大本圭野 ｢戦時住宅政策の展開過程 (１)｣ 『社会保障研究』   巻４号,     年；大本圭野 ｢戦時住
宅政策の展開過程 (２)｣ 『社会保障研究』   巻４号,     年｡
３) 越沢明 ｢戦時期の住宅政策と都市計画｣ (近代日本研究会 『年報 近代日本研究９ 戦時経済』 山
川出版社,     年)｡














の際, できる限り, 住宅問題と関連の深い土地問題も含めて考察したい｡ なお, 本稿の対象と
する時期は,     年から  年頃までの３年間であり６), 必要に応じて前後の時期についても言





帯をピークとして, 翌  年以降は減少に転じた｡ ただし, 世帯数のピーク時期は旧市内と新市
域とでは約２年のずれが生じており, 旧市内では太平洋戦争の開戦に先立って, 早くも世帯数
が減少しはじめている｡ 表２―１, 表２―２は東京市各区の人口の変化を示しているが,     
年までに旧市内の中で人口が減少している地域は, 神田区, 日本橋区, 京橋区, 芝区, 浅草区,
本所区であり, これらは下町と呼ばれる伝統的な商工業地域である｡ 当該地域における人口減
少の要因は, 中小商工業者の整備にともなう転廃業が増加したためである｡ 一方, 旧市内でも
住宅地域に該当する小石川区, 牛込区, 本郷区, 麻布区などでは, 依然として人口は増加の傾
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５) 本間義人 『産業の昭和社会史⑤ 住宅』 日本経済評論社,     年,    頁｡
６)     年の日中戦争勃発から    年に至るまで住宅政策の展開と住宅市場については, 拙稿 ｢日中戦
争期の東京における労務者住宅問題｣ (立教大学経済学研究会 『立教経済学研究』   巻２号,     年  月) を参照されたい｡
７) 旧東京市  区を ｢旧市内｣,     年の市域拡張により東京市に編入された周辺５郡を ｢新市域｣ と
呼称する｡ 東京市  区は    年の東京都の成立により, 特別区になった｡
                                                               
向を示している｡     年には旧市内全域のみならず, 新市域の淀橋区, 渋谷区, 豊島区, 荒川
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万戸にまで供給量を伸ばした｡ したがって, 戸数のみに着目すれば, 太平洋戦争の開戦に至る
まで住宅は増加傾向にあったといえるが, １戸当たりの面積や質の点において, 当該期の新築
住宅は戦前のそれと比較にならないほど劣悪化していた｡ 資材の優先的な配給を受けることが





果たしていた｡ 特にアパートは ｢雨後の筍の様に至る処に濫造されつつある状態｣ であり, 居
住者の多くは ｢都会に働きに来た独身者｣, ｢結婚間も無く小共が無い, あつても未だ小さい若
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表３ 東京市の新築戸数, 取壊戸数および純増戸数
新 築 戸 数 取 壊 戸 数 純 増 戸 数



















表４ 東京市の用途・形態別住宅戸数 (1941年11月, 空家を除く)


















         ％          ％        ％         ％            ％
出典：厚生省生活局 『昭和十六年大都市住宅調査統計表』     年,   ‒  頁｡
注： ｢店舗｣ は店舗併用住宅を指す｡ ｢アパート｣ には下宿を含む｡
寄宿舎, ホテル, 旅館等は含まない｡
                                                               
夫婦｣ であった８)｡     年以降, 資材の不足から新築戸数は加速度的に減少していった｡ また,
日中戦争勃発以降, ｢住宅飢餓｣ と呼ばれるような未曾有の住宅難, あるいは物資の欠乏にと
もなう ｢資源愛護｣ という観点から取壊戸数は年々減少していたが,     年以降は逆に大幅な
増加に転じた｡     年の取壊戸数の増加は, 戦局の悪化にともなう防空政策の強化 (空地地区





判明する｡     年以降, 疎開政策の進展により東京の住宅市場は大きく変容し, 終戦時の都心
部では, 住宅の ｢市場｣ そのものが消滅するに至った｡
１－２ 第二次地代家賃統制令の制定
戦時住宅政策は地代家賃に対する統制から着手された｡ すなわち,     年８月の ｢地代家賃
騰貴抑制ニ関スル依命通牒｣ に始まり,     年  月の ｢地代家賃統制令｣ (以下, 第一次統制
令) の施行により, すべての地代家賃は原則として,     年８月４日現在の水準に遡って釘付
けにされた｡ 地代家賃統制令の性格については,     年の借地・借家法の改正との関連におい
て, 主に法学の領域において論じられてきた｡ 川村泰啓氏は ｢(地代家賃統制令の制定→借地
・借家法の改正は) 軍需独占資本が, 戦争の犠牲を, 戦時再生産構造の矛盾を, 低賃金政策を
媒介として, 中小地主・家主資本に転嫁させた措置にほかならぬもの  )｣ (括弧内筆者) と規
定している｡ 渡辺洋三氏も ｢軍需独占資本の利潤の確保 (軍需景気の人為的維持) のための軍
需生産力の展開, したがってその前提としての安価な労働力の大量確保に基礎をおく…軍需資
本の利潤の人為的維持の増大を目的としたもの  )｣ と川村氏の論説を踏襲し, この点において




８) 藤島雅一路 ｢時局下貸家談義｣ 『住宅』   巻  号,     年  月,    頁｡
９) 東京市政調査会・東京都総務部調査課 『東京都の住宅問題に関する調査報告』     年, ２頁｡ ただ
し, 民生局戦時援護課の調べによれば, 市部の全焼戸数は   万戸, 多摩地域の全焼戸数は  万戸




開にはやや疑問が残る｡ 価格等統制令 (９・  ストップ令) の目的は戦時経済の運営を破綻に
導く悪性インフレの回避, すなわち, 全般的な価格の固定化による低物価の維持 (＝ ｢生産力
ノ拡充, 軍需ノ充足, 国民生活ノ安定｣) であり, その一翼を担う地代家賃統制令もまた一般
的な低物価政策の一手法, あるいは総体的な低物価政策の体系を構成する要素のひとつとして
解釈するのが自然であろう｡ つまり, 地代家賃統制令の本来の目的はその趣旨説明に謳われる





という条件の下で, 新築貸家の家賃は著しく高騰した｡ この事態を放任すれば, 低物価の維持
を目的とする家賃統制の実効性が損なわれるため, 政府は新築貸家に対する家賃の ｢適正標準｣
を定めることにより, 無制限な家賃上昇の抑制を図った｡     年  月の第一次統制令の失効と
同時に, 新たな地代家賃統制令 (以下, 第二次統制令) を制定した｡ 第二次統制令の狙いは,
新築貸家の家賃に一定の ｢標準｣ を定めることによって, 住宅難に付け込んだ新築貸家の ｢不
当｣ な家賃の上昇を防止しつつ, ｢適正｣ な家賃収入の保証というインセンティブを家主層に
与えることによって貸家供給を促進する, という一石二鳥の策であった｡
新たに定められる地代 (年分) の適正標準は, ｢土地価格｣ の  ％に相当する金額とされた
(ただし, 乗率は地方の実情に合わせて３～６％の間で変更可能)｡ ｢土地価格｣ とは, 原則と
して基準日である    年８月４日以前の最後の取得価格であるが, 取得価格が不適当, あるい
は不明の場合は地方長官の評価額とされた｡ 一方, 新に定めされる家賃の適正標準は, 建物価
格 (建築費) に一定のパーセンテージを乗じた金額に, 地代と火災保険料を加算した金額 (共
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額は建築費に対して決して悪い利回りとは云へない｣ ものであった  )｡ また, 資材難にもかか
わらず, アパートの建設が増加しており, ｢今アパートはどちらかといふと利回りがいいとい
ふやうな関係から, 統制 (第二次統制令) の出る前の倍以上｣ (括弧内筆者) の建設が行われ










の凹凸が生じたとしても, それは止むを得ないこととされた (ただし, 著しく不当な場合は増






ば, 実勢価格は上昇したものと推定できる)｡ 一方,     年  月の第二次統制令施行から    
年９月にかけて, 東京市の新築貸家の家賃は１坪当たり平均   円の高水準を示しており, 新
築と既設との間で約２倍の価格差が生じていたことが判明する｡ 第二次統制令に基づき, 建築
費に一定のパーセンテージを乗じて機械的に ｢適正｣ な家賃が決定される以上, ｢事変前は坪
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    
  ) 第七十六帝国議会貴族院 『借地法中改正法律案特別委員会議事速記録第二号』     年２月３日,  ‒ 頁｡  ) ｢統制下の貸家経営 (１)｣ 『不動産時報』 １巻６号,     年６月,   頁｡  ) ｢宅地建物等価格統制令に関する座談会｣ 『不動産時報』 １巻７号,     年７月,   頁｡  ) 厚生行政調査会 『住宅問題の解決』 商工行政社,     年８月,   頁｡  ) 土屋秀光 ｢不動産時観｣ 『不動産時報』 １巻２号,     年２月,   頁｡  ) 厚生省生活局 『本邦住宅ノ建築状況及新築住宅ノ建築費並地代家賃調査速報』 ２号,     年,  ‒  
頁｡
                                                               
七十円で家が出来たが, 今日 (    年) では二百円乃至それ以上が相場  )｣ という建築費の上
昇は, 新築貸家の家賃水準を合法的に２倍に引き上げたのである｡ また, 警視庁の調査によれ
ば  ), ｢新築家賃の殆んど全部が適正価格を遥かに超過した違反｣ であったが, たとえ法外な
高家賃であっても, 供給を大幅に上回る需要が存在していたため, 空家になることはなかった｡
特に太平洋戦争期の軍需工場では, ｢どんどん総動員法による徴用者を収容して経営してをる
のであります… (借地借家を) 手当次第借りるより仕方ない｡ 安いだの高いだの, 貸すだの貸
さぬだのといつても間に合ひませんから兎に角高くても仕方がないから借りるというやうなこ
とが現今行われてをる… (企業間で) 競争的に取り合ひになつてをるやふな状態｣ (括弧内筆
者) であり  ), 住宅の希少性が増せば増すほど闇価格が横行した｡     年度の警視庁管下にお
ける地代家賃統制令違反の検挙件数は, 約１万    件の多きに上った  )｡
１－３ 戦時下の不動産ブーム
価格等統制令 (９・  ストップ令) によって多くの商品の価格が    年９月  日 (ただし,
地代家賃は    年８月４日) 時点の水準で釘付けにされたが, 一部の品目は価格統制の対象か
ら除外されていた｡ その例を挙げれば, 有価証券, 生鮮食料品, 繭, 生糸, 書画骨董, 土地建
物などである｡ 有価証券を除き, その他の商品は ｢一般物価とおなじやうに九・一八でストッ
プすべきもの｣ であったが, ｢技術的に困難である｣ という理由により, さしあたり価格等統
制令が適用されなかった  )｡ したがって, 日中戦争勃発以降, ｢時局産業の工場敷地に対する
実需に起因する大都市郊外の地価騰貴を先駆として, 土地価格は一般に上昇｣ する傾向にあっ




に追い込まれていたが, 一方で ｢不動産界ハ新規建築ノ減少ニ加フルニ ｢インフレ｣ 傾向ノ進
行ニ伴ヒ期央 (    年８月頃) ヨリ投資採算本位ノ需要ハ相当熾ン｣ (括弧内筆者) になりつ
つあった  )｡ 建設業界の不振とは対照的に土地建物の売買が活発化し, それは次第に不動産ブ
ームの様相を呈しはじめたのである｡ 翌    年上半期には ｢不動産界ハインフレ傾向ノ濃化ニ
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  ) 田川亀市 ｢物価政策再検討の要請と不動産の賃料及その価格｣ 『不動産時報』 ２巻６号,     年６
月,   頁｡  ) ｢新築家賃は殆んど不正 警視庁減額命令を府に慫慂｣ 『不動産時報』１巻９号,     年９月,    頁｡  ) ｢全国貸家組合の結成と貸家組合の再検討｣ 『不動産時報』 ３巻５号,     年５月,   頁｡  ) ｢統制令と土地売買契約の仕方｣ 『不動産時報』 ２巻  号,     年  月,   頁｡  ) 中央物価統制協力会議 『宅地建物等価格統制令解説』     年１月,  ‒ 頁｡  ) 戸沢良介 ｢統制令下の土地分譲｣ 『不動産時報』 １巻１号,     年１月,   頁｡  ) 東京不動産株式会社 『第四十一回営業報告書』     年  月,  ‒ 頁｡
                                                               
伴ヒ, 需要旺盛ニシテ相当ノ活況ヲ見ルニ至  )｣ った｡     年  月には木造建物建築統制規則
が施行され, ｢建築制限令ノ影響ハ著シク土地ノ需要ヲ極限阻止スルヤニ懸念サレシモ多面殷
賑産業部門ヨリ生ズル利潤ノ投資対象物トシテ不動産ヘノ買気ハ却ツテ活況ヲ呈スル  )｣ 有様
であった｡ インフレの昂進にともなう ｢換物思想｣ も不動産に対する需要を高めた｡
表５は９・  ストップ令当時とその半年後における宅地売買価格の変化について, 全国の事
例を示したものであるが, 売買価格の上昇は概ね２～３倍, 最も激しいものは  倍に跳ね上が







れるように, ｢工業地｣ を中心として, 六大都市の平均地価指数を押し上げた｡ 地価上昇の要
因は実需の増加のみならず, ｢値頃の低い僻地などには投資乃至投機を目的とする向きが多
(く) …投機本位の者は, 数ヶ月にして之を転売してその差益を取得し, 更に新しい土地を買
入れ, 又, 之を転売する  )｣ (括弧内筆者) という投機目的の仮需要の増加が, 全国的な地価
上昇を煽った｡ 日中戦争の勃発以降, 生産力拡充政策を背景とする実需の高まりによって,    年９月  日時点で土地の売買価格は既にかなりの高値を示していたが, ９・  ストップ令
以降は投機的な資金が不動産市場に流入し, 加速度的な宅地売買価格の上昇を招いたのであ
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    
  ) 同上 『第四十二回営業報告書』     年５月, １頁｡  ) 同上 『第四十四回営業報告書』     年５月,  ‒ 頁｡  ) 前掲 ｢統制令下の土地分譲｣   頁｡
表５ ９・18ストップ令(1939年９月18日)以後の土地売買価格
場 所
















出典：熊谷典文 『宅地建物の価格統制』 鱒書房,     年, ９‒  頁｡
表６ 東京郊外鉄道沿線の地価・地代相場(1936年)































ャップの拡大にくわえ, 投機的思惑買いの活発化であることは既に述べた｡ すなわち, ｢殷賑
産業の活況で懐の温い連中は不安定な有価証券から, ひたむきに騰る土地と家屋に投資の乗換
へを行つた｡ 買つておけば必ず儲かる土地家屋が思惑の対象として歓迎されたのは当然｣ のこ
とであり  ), また, あらゆる商品が ｢投機的対象物としての妙味を喪失｣ していく中で, ｢統






ため, 政府としてもこれを座視することはできなかった｡ そもそも, ｢家賃地代が抑制されな
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表７ 六大都市平均地価指数(1936年＝100) 表８ 統制前の建売住宅価格(１坪当たり, 単位：円)
住宅地 商業地 工業地 平均 建築費 (Ａ) 建売価格 (Ｂ)        年    年    年    年    年                                                                 事例１事例２事例３事例４事例５                                                     
出典：｢昭和十六年上期の不動産界を覗く｣
『不動産時報』 １巻  号,     年  月,   頁｡ 出典：前掲 『宅地建物の価格統制』   ‒  頁｡注：東京市の木造瓦葺普通住宅 棟の事例｡














ト国民生活ノ安定ヲ図ラントスル  )｣ ことであった｡ この趣旨説明から明らかなように, 宅地





かである｡ なお, 農地については別途, 臨時農地価格統制令が施行された｡ また, 宅地建物等
価格統制令の対象である ｢宅地｣ とは, 公簿上の地目の如何を問わず ｢建物所有ノ目的ニ供セ










  ) 前掲 『宅地建物等価格統制令解説』 ２頁｡  ) ｢宅地建物等価格統制令施行ニ関スル件｣     年  月９日 (情報局編 『価格等統制令解説』     年,  ‒   頁, 所収)｡  ) 前掲 ｢宅地建物等価格統制令施行ニ関スル件｣｡
                                                                
た  )｡     年には紹介業取締規則が改正強化され, 土地建物仲介業に再び営業許可制度が敷か
れたのも, 以上のような事情が背景にあった  )｡ 宅地建物等価格統制令により, 宅地建物の最
高価格は    年９月  日を基準とし, 同日以後, 有償行為によって取得した宅地建物について
は, その基準となる価格に一定の金額 (登記費, 諸税, 受益者負担金) を加算した価格以上で
売却することは禁止された｡ この条文によって, 投機的な不動産の転売によるキャピタルゲイ
ンの獲得が, 統制令の建前上は不可能となった｡ また, 基準日以降に竣成した建物の場合, 竣
成後に使用または収益をなしたもの (＝持家または貸家として使用した建物) は, 建築費に一
定の金額を加算した価格, 竣成後に使用または収益をなさなかったもの (＝建売住宅) は, 建
築費に一定の金額と利潤 (建築費の７％) を加算した価格, がそれぞれの最高価格として定め
られた｡ 建売住宅の販売価格に建築費の７％に相当する利潤を認めたのは, ｢住宅払底ノ折柄
本令施行ニ拠リ家屋ノ新築ヲ阻害セザランガ為｣ であった  )｡
要するに, 思惑による ｢不当｣ な建物価格の上昇を抑制しつつ, 建売住宅に対する ｢適正｣
な利潤を保証することによって, 住宅供給を促進しようとしたのである｡ これは第二次地代家
賃統制令において, 新築の貸家に対して建築費に基づく ｢適正｣ な家賃を認めたのと同様であ
る｡ ただし, 地代家賃統制令は旧来から貸家を経営している大部分の家主に対して, 経済的な
犠牲を強いるものであった｡ 大部分の貸家の家賃が昭和恐慌以降の低い水準のまま固定化され
ており, 他方において, 地代家賃統制令とは無関係に家屋の修繕費が高騰したため, 家主の中






第２の要点は, 宅地分譲価格の適正化である｡ 宅地の分譲は ｢多分に公共的色彩を有する
もの｣ であり, ｢分譲は国土開発上乃至国土計画上大いに勧化すべきこと｣ であったが, ｢群小
分譲業者が現はれて土地分譲を為すに及び, 徒らに誇大広告を以て土地熱を煽り地価を不当に
釣上げ, 或は不正手段を弄して地価の静謐を紊す等の行為｣ が横行したために問題化した  )｡
そこで, 宅地建物等価格統制令では, 宅地の分譲を行う際, 地方長官の認可を受けることを
定めた｡ 宅地分譲の認可制は土地会社の ｢分譲部門ノ活動ニ多大ノ拘束を及ボシ｣ た｡ 換言す
れば, ｢時局ヲ認識シ国策ニ順応｣ する土地会社にとって, 同統制令は経営上の桎梏となっ
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利になり, 表面上は ｢業界の浄化作用が行はれて広告も宣伝も真面目となり, 売出価格も比較
的適性となり, 利潤も妥当となつた｣ という同令の目的通りの効果が表れる反面, 工事費を過
大に見積もって申請したり, 別に謝礼を受け取ったりするなどの ｢闇取引や脱法行為｣ も水面
下で行われるようになった  )｡
第３の要点は, 宅地以外の土地 (農地など) を宅地として売買する際の価格の適正化である｡




方針にして… (農地が) 宅地と為る際の適正なる価格の値上りは之を認めんとする方針｣ (括
弧内筆者) であった  )｡ 宅地建物等価格統制令の趣旨は ｢不当｣ な価格の吊り上げを防止する
ことであり, 建売住宅や土地の分譲の場合は ｢適正｣ な利潤が認められたのである｡ この ｢適
正｣ な利潤とは, 宅地分譲の場合は ｢企業として成立するに必要なる利潤｣ であり, 建売の場
合は建築費の７％に相当する金額であった｡
以上のように, 最高価格を超えた土地建物の売買は禁止され, キャピタルゲインを目的とし
た不動産の投機は, 宅地建物等価格統制令を遵守する限り不可能になった｡ ただし, 基準日以
前に取得した宅地建物を同令の施行後に売却する場合, 最初の取引は自由に価格を設定できた
(２回目以降は１回目の取引価格を超えて譲渡することは不可) ため, 闇取引の横行と相俟っ
て不動産価格はその後も上昇し続け, 価格抑制効果は十分に発揮されなかった｡ 地価は ｢東京
都付近では昨年 (    年) 頃まで騰貴を続けたが, その後建築資材の入手難, 新築の困難, 工
場拡張の或程度の手控へ等の事情｣ (括弧内筆者) のためピークに達し, ｢特別の場合を除いて
は大体保合の状態｣ となった  )｡ 建物価格は ｢昨年 (    年) 中甚だしい騰貴を示し, 更に特
殊の地方を除いては本十九年に入り, 疎開の進展に伴ひ, 就中交通の便大なる地域に於いて顕
著なる騰貴｣ (括弧内筆者) をみせた｡ つまり, 東京からの疎開者が急増した埼玉県, 千葉県
などで著しい地価, 建物価格の高騰が発生し, ｢東京都近郊の現在の価格は九・一八当時に比
較すると十倍位, 昨年中の価格に比較しても略々二倍｣ であり, ｢中心部を離れた地区, 特に
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    




都市近郊の地価を押し上げるという現象は, ｢名古屋, 大阪の方面では未だ断片的｣ であった
が, ｢東京都の郊外では既に一般的傾向｣ となっていた｡ このように, 宅地建物等価格統制令
の制定後も    年頃まで東京の宅地建物価格は上昇し続け,     年以降は疎開にともなう人口
移動により, 不動産価格高騰の波は多摩地域, 埼玉県, 千葉県などに及んだのである｡
統制外の建物価格 (基準日以前に竣成した建物, １回目の取引は自由に価格を決定できる),
すなわち, 中古住宅の価格騰貴は, ｢借家の払底又は明渡請求の増加｣ を誘発し, 統制の有無
によって生じる価格差は ｢統制せられた建物価格の闇価格｣ を生み出した｡ 特に借家人に対す
る借家の明け渡し請求の急増は, 厳しい住宅難の下で深刻な社会問題となった｡ 地代家賃統制
令により, 基準日 (    年８月４日) 以前に賃貸関係が成立した借家については, 原則として
家賃の値上げが禁止され, インフレの昂進にともない貸家経営の実質的な収益率は次第に低下
していった｡ くわえて, 修繕費の上昇は家主にとって大きな負担となった｡ 一方, 住宅の売買
価格は急騰していたため, 採算の悪化した貸家を売却して利益を獲得しようとする家主が急増
した｡ 実際, 中古住宅には難なく買い手が付き, しかも新築当時の数倍の価格で売ることが可
能であった｡ また, 統制が適用される住宅 (    年９月  日以降に竣成した住宅) に対しては,
法令上, 建築費以上の価格 (建売の場合は７％の利潤を加算) で売ることは認められていなか
ったが, 実際には闇市場が形成され, 戦争末期には疎開先の地方で土地建物価格の騰貴がみら
れた｡
例えば, 埼玉県の事例をみると, ｢省線沿線, 特に浦和市付近に疎開の進展に伴ふ東京都方
面よりの需要が集中｣ しつつあり,     年９月  日に坪   ～   円であった地価は,     年に
は   ～   円に上昇し,     年にはインフレの悪化と相俟って    円を超えるような急騰振り
を示した｡ また, その地域の新築住宅は ｢殆どすべて建売であつて, 闇価格をもつて売買され
つつあり, 又ブローカーの横行が甚だしい｣ という状況であった｡ このような不動産価格の
｢殆ど常軌を逸した騰貴｣ は, ｢明かに東京都民が高値をつけて買煽った結果｣ であった｡ つま
り, 東京在住の富裕層が避難用として, また, 銀行・会社等が空襲に備えて事務所, 連絡所,
あるいは社員の住宅用として, ｢数万, 数十万の価格を厭はず手頃の物件を買漁つてゐる｣ と
いうのが実情であり, ｢貸家は一度空けば, 賃貸料の統制を嫌つて之を売却せん｣ とする傾向
が生じたのである｡ そして, ｢未統制不動産の価格騰貴に誘はれて｣ 価格統制が行われている
ものまで ｢殆どすべて闇価格にて取引され｣ ていたのである｡     ～  年にかけて, 土地建物
に対する価格統制は事実上, ほとんど機能していなかったのである｡




は相対的に低下した｡ 反面, 住宅の売買価格が著しく高騰したため, 貸家経営を継続するより
も貸家を売却した方が, 利殖を目的とする家主にとって経済的に有利な状況になった｡ すなわ
ち, ｢家は借すものでなく売るものだ, これが家主の経済学｣ という認識が広まり, ｢売家黄金
時代｣ を現出したのである  )｡ したがって, 借家期間の満了時に解約の権利を行使する家主が
増加し, ｢何等ノ債務不履行モナキ賃借人を追立テ, 空家トシテ之ヲ他ニ売却シ, 又ハ高額ノ
権利金ヲ得テ他人ニ賃貸シ, 自ラ不当ノ利益ヲ受クル為ニハ迷惑ヲ及スモ毫モ顧ミナイト云フ






かった｡ そもそも, 空家率が１％を切るような厳しい住宅難の下で, 新たな住宅を見つけ出す
こと自体が極めて困難であり, たとえ見つけることができたとしても, その価格は借りるにせ





益は著しく大きかった｡ したがって, 旧来の借家法と調停制度のみでは, 戦時統制経済下の特
殊な住宅難に対応することができず, 借家権を強化することによって借家関係の安定化を図ら
ざるを得なかったのである｡ 借地関係についても, 借家関係とほぼ同様の問題が発生した｡    年に制定された借地法の目的は, 借地権の強化による借地関係の安定化であったが, その
手段として, 地主が契約更新を拒絶した際の建物買取請求権を借地人に付与した｡ しかしなが
ら, この買い取り代金は ｢建物其ノモノノ時価デ所謂借地権ノ価格ハ之ヲ包含シナイ｣ ため,
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    










家賃地代の抑制をも可能ならしめ得たのである  )｣ と指摘されるとおりである｡    年の借地・借家法の改正については, 法学の領域において研究の蓄積があり, その主要
な論点のひとつは, 改正された借地・借家法の性格規定をめぐる問題であった｡ 本稿ではこれ
までの議論を踏まえつつ, 地代家賃統制令に内在する矛盾が借地・借家法の改正を要請するに
至った過程について, 貸家経営の実態に即しながら論じたい｡ 渡辺氏は ｢不当ノ利益｣ の指す
内容について, ｢資本利潤の等価性をうわまわる, つまり地代家賃統制令の適正家賃をこえる
寄生的前期的利益｣ と規定し, 家主の契約更新拒絶を ｢家主の前期的支配の一方的貫徹がもた
らす弊害｣ として政府が認識するに至ったことを, 借家法改正の契機としている  )｡ しかしな
がら, ８・４通牒当時の水準で家賃が釘付けにされた旧来の貸家は適正な収益性を否定されて
おり, 家主の解約権の行使は ｢前期的支配の一方的貫徹｣ というよりは, むしろ経済合理性に
基づく経営上の判断であると理解することができる｡ そもそも, 昭和戦前期の貸家経営におい
て ｢前期的利益｣ や ｢前期的支配｣ が存在したのか, という点を検証する必要があろう｡ 既に
鈴木氏が渡辺氏の論説に対して, ｢家主が (投機的な性格をもつ) ｢前期的｣ 資本家であったと
いうことは, かれが借家人に対して経済外的力を振って, これを収奪しえたことをも, また,
かれが貸家営業につきなんらかの排他的独占的地位を有していて, 特別利潤をえていたことを
も, 意味するわけでもない…むしろ, 貸家営業の場合には, 多くの小売商などがそうであるよ
うに, 資本主義的には充分な採算のとれぬものであったからこそ, ｢前期的｣ なものであった
のである…少なくとも (地代家賃) 統制令施行後の建物については, 家主に正当な利益が保障
されていたとはいいがたい｣ (括弧内筆者) と反論している  )｡
筆者も貸家経営者たる家主の性格については, 大筋において鈴木氏と同様の考え方をもって
いる｡ 戦前期の貸家経営は ｢ただ昔からの慣習によつて, 自然に形造られた方法に基いて建築
され, 経営されて｣ いたのであり, ｢実際に於て, 在来の借家経営には適格な予算が立たなか
つたと云つても過言ではない｡ 従つて一部には高利的なものもあつた代りに, 採算上不都合な
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  ) 同上, １頁｡  ) 寺島礼吉 ｢現下の住宅問題と住宅政策｣ 『社会政策時報』    号,     年７月,    頁｡  ) 前掲 『土地建物の法律制度 (中)』    頁｡  ) 前掲 『借地・借家法の研究Ⅰ』    頁｡
                                                                
ものも相当の多数に上つてゐる｣ というのが実態であった  )｡ 家主は景気変動による空家の発
生, 家賃の不払い, 地代・税金の上昇などを見込んで家賃を設定する必要があるが, 長期的な
収支予測の困難性により, 多分に経験や慣習に基づく方法で行われていた｡ 一般的な家賃の決
め方としては  ), 第１に, ｢五ヵ年で家を只にする｣ といわれる方法で建築費の２％を家賃と








り, 大部分の家主は副業として, あるいは退職後の資産運用の選択肢のひとつとして, 数戸の
貸家をもつというのが一般的であった｡





ば, 東京市の貸家経営者が所有する貸家戸数は, １人当たり平均  戸であった｡ 貸家経営者
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    
  ) 政岡基次 ｢借家経営と其の採算 (其の一)｣ 『大阪土木建築業組合報』    号,     年,   頁｡  ) 同上,   ‒  頁｡  ) 政岡基次 ｢借家経営と其の採算 (其の四)｣ 『大阪土木建築業組合報』    号,     年,   ‒  頁｡  ) 第七十六回帝国議会貴族院 『借地借家法改正法律案特別委員会議事速記録第七号』     年２月  日,
２頁｡  ) ｢生れる家主の新組合｣ 『東京日日新聞』     年７月５日付｡
表９ １坪当たり建築費, 家賃および建築費に対する家賃の割合 (1939年度, 単位：円)
延坪数
東 京 市 六 大 都 市
建築費 (Ａ) 家賃 (Ｂ)     建築費 ( ) 家賃 ( )      坪未満  ～  坪  ～  坪                          ％  ％  ％                          ％  ％  ％
平 均            ％            ％
出典：厚生省社会局 『本邦大都市に於ける土地建物賃貸状況調』     年,   ‒  頁｡
                                                                
全体の７割が所有戸数５戸未満の小家主であり,   戸以上を所有する大家主は僅かに１％を占
めるに過ぎない｡ また, アパート経営者の所有棟数も大部分が１棟のみであった｡ 所有戸数か
らみる貸家経営の小規模零細性から推測し得るように, 経営主体の中核を担っていたのは富裕
層ではなく, 中間層の中である程度の資金的な余裕のある階層である｡ そして, 彼等の経験や
慣習に基づく貸家経営の収益に対する見通し, あるいは予想外の超過利潤の獲得に対する期待
の変化によって, 貸家の供給数量は左右されるという特質を有する｡ すなわち, ｢貸家経営は
…殆んど副業として取扱はれ, 大小雑多で企業化組織化されてゐない現状であるから企業許可
令も同整備令も関係なく, 只地代家賃の統制令と適正家賃乗率によるのみで自由経済時代の惰






以上のように, 家主と借家人, あるいは地主と借地人の間の利害対立が激化し, 借地借家を
めぐる紛争が多発したため, 第  帝国議会において借地法と借家法の改正が行われた｡ 法案の
審議において, 特に貴族院では ｢善良ナル地主家主｣ の立場から, 両法案の改正に対する反対
意見が続出したが, 結局, ｢政府ハ両法律案施行ニ当リ善良ナル土地及家屋所有者ヲシテ不安
ノ念ヲ抱カシメサルヤウ注意アランコトヲ望ム｣ との希望決議を付して可決された  )｡ 借地・
借家法の改正により, 地主家主は ｢正当ノ事由｣ なしに, 自己の金銭的な利益を追求する目的
で借地借家契約の更新を拒絶したり, 解約の申し入れを行ったりすることができなくなった｡
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  ) 上田治雄 ｢時局と貸家｣ 『住宅』    号,     年  月,    頁｡  ) 前掲 『借地法中改正法律案特別委員会議事速記録第七号』 ３頁｡
表10 東京市の所有戸数別貸家経営者数 (1940年12月)
貸 家 ア パ ー ト
所 有 戸 数 家主数 割 合 所 有 室 数 家主数 割 合
５戸未満
５～  戸未満  ～  戸未満  戸以上                         ％   ％  ％  ％ ５室未満５～  室未満  ～  室未満  室以上                ％   ％   ％   ％
計 (Ａ)            ％ 計 (Ｃ)          ％
貸家総戸数 (Ｂ)        ― アパート総棟数 (Ｄ)      ―       ―        ―








２－２ 貸家組合法の制定    年７月, 政府は ｢現下労務者其ノ他庶民ノ住宅難ノ実情ニ鑑ミ其ノ所要住宅ヲ速ニ供給
スルノ方策ヲ樹立スルハ喫緊ノ要務ナリト認ム｣ として, この具体的方策について住宅対策委
員会に諮問した  )｡ 同年９月９日, 同委員会は貸家組合と住宅営団の設立を柱とする総合的な
住宅政策の確立について答申を行った｡ これを受け,     年  月  日, 閣議において ｢住宅対
策要綱  )｣ (以下, 要綱) が決定され, 戦時住宅政策の基本方針が定められた｡ 要綱は現下の
住宅難を ｢高度国防国家ノ遂行｣ を妨げるものと規定し, 早急に住宅対策を樹立することを要
請している｡ その基本方針は ｢産業立地, 人口分布並ニ土地配分ノ総合的調整ヲ根幹トシテ計
画的ニ住宅ヲ建設シ, 住宅ノ賃貸条件ノ統制其ノ他利用ノ適正ヲ図リ以テ庶民生活ノ安定ヲ期
スルト共ニ軍需, 生拡等重要産業要員ノ充足ヲ確保スル｣ という内容であった｡ 要綱は  項目













  ) 住宅対策委員会 『住宅対策委員会答申』     年 (住宅営団研究会 『戦時・戦後復興期住宅政策資料
住宅営団 第１巻 形成過程 (１)』 日本経済評論社,     年,    ‒   頁, 所収)｡  ) ｢戦時住宅要綱ニ関スル件｣     年  月  日 (国立公文書館所蔵, 請求番号：本館‒２ ‒   ‒  ・





示されている｡ 貸家組合 (アパートの場合は貸室組合) は全国の貸家・アパートの所有者 (貸
家を建設する意志を有する者を含む) を組合員とし, 原則として各警察署の管轄区域を１つの
単位として任意の組合を組織する｡ 貸家組合の主な事業は, ①貸家の建設に必要な土地・資材
の共同購入, ②家賃の取り立てなどの共同化, ③貸家斡旋所の設置, ④賃貸条件等の統制, 等





と述べており, 住宅供給の促進を図るに当たり, 政府は民間の ｢貸家投資家｣ に大きな期待を
寄せていたことが判明する｡ また, 貴族院の貸家組合法案特別委員会において, 政府委員は
｢住宅ハ毎年三十万戸位出来ナケレバ結局住宅難ニナリマシテ, 住宅営団ト致シマシテハ, マ
ア全部出来マシテモ (年間で) 六万戸デアリマシテ, 極ク一部分デアリマス, 其ノ他大体鉱山
主, 工場主, 主トシテ貸家組合ニ期待シテ居ル次第デアリマス  )｣ (括弧内筆者) と答弁して




であるが, ｢貸家投資家なるものが, 零細にして, 且住宅供給者として何等の組織を有せざる
為, 時局下住宅の供給上極めて困難なる立場に在る｣ という問題点を指摘し, ｢貸家投資家｣ ＝
貸家経営者を組織化する必要性を説いている  )｡ つまり, 戦時統制経済という特殊な条件下で
住宅供給の増加を阻む要因は, ｢貸家投資家ハ, 現在ニ於キマシテハ, 個々ニ分散シテ, 其ノ
間ニ何等ノ組織ヲ持ツテ居リマセヌ為ニ, 現時ノ如キ実情ノ下デハ, 建築用資材ノ取得等ニ付
マシテ種種ノ困難モアリ, 貸家建築ガ阻止サレテ居ル  )｣ という点にあった｡ この建築資材の
入手難という問題は深刻であり, ｢統制経済の下では資材を得ることは不可能に近い状態であ
り, 修繕ですらその資材に非常の不便を感じてをる  )｣ といわれるように, 資材不足が住宅建
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  ) 『第七十六帝国議会衆議院議事速記録第十一号』     年２月７日 (内閣官報局 『帝国議会衆議院議




った｡ 貸家を建てたくない理由は ｢建築資材高き為｣ (   ％), ｢資材入手困難のため｣ (   
％), ｢資金不足｣ (   ％), ｢採算が取れぬため｣ (  ％) 等々であり, 資材関係の問題が理
由の過半を占めている｡ ｢軍需の充足｣, ｢生産力拡充｣, ｢大陸の建設｣, ｢輸入力増強｣, ｢国民
生活必需品の最小限度の確保｣ を眼目とする ｢昭和十五年度物資動員計画  )｣ において, ｢一
般民需物資中に於ても鉱工業, 農林水産業等の生産確保に関係ある物資｣ は ｢可能な限り其の
増額に努むる｣ 方針が示され, その中には ｢労務者用住宅資材｣ も含まれていた｡ したがって,
軍需の膨張にともなう民需の圧迫の度合いが増しつつあるにもかかわらず, 最も優先されるべ
き国策である生産力拡充と密接な関係をもつ ｢労務者用住宅資材｣ は, 民需の中で優先配給の
対象となったのである｡ しかしながら, 労務者住宅供給３ヵ年計画に基づく ｢労務者用住宅｣
とは異なり, 一般貸家はその性質上, 生産が個別分散的であり, 需要の予測も困難であること
から, 一般建築用の資材は物資動員計画に盛り込まれることなく民需一般に包含され, ｢闇取
引の横行に因る建築費の高騰は, 愈々彼らの貸家投資を困難ならしめた  )｣ のである｡ したが














  ) 吉田久雄 ｢貸家組合法はナゼ出来たか｣ 『不動産時報』 １巻９号,     年９月,   ‒  頁｡  ) 企画院 ｢昭和十五年度物資動員計画に就て｣     年６月 (原朗・山崎志郎編 『初期物資動員計画資





た  )｡ 貸家組合法に基づく東京府の貸家組合は, 四谷貸家組合を嚆矢として, 王子貸家組合,
赤羽貸家組合が認可を受けた  )｡ これらの地区では地元の有力者が尽力し, 区役所もそれを支
援する体制が整っていたために比較的早くに組合が成立したが, そのような地区はむしろ例外





与えたが,     年９月末現在において, 発起計画を提出した組合は十指を超えず, 中には相当
杜撰な計画も含まれていた  )｡ 他方, 東京のアパート経営者の組織は, 東京共同住宅組合連合
会と大日本共同住宅組合連合会の２つに分かれていたが, 貸家組合法の成立を受け, 東京府下
一円を１組合で統合するという方針が固まり, 大東京貸室組合が結成された｡ 大東京貸室組合
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回答を得られぬ現状｣ において  ), 家主を貸家組合に加入させることは容易ではなく, 組合結






動計画に於ける住宅用資材量が, その (労務者住宅の) 供給量を決定してゐる状態である｡ 又,
計画された住宅建設の進捗状況も多分に資材現物の入手状況に左右され｣ (括弧内筆者) てお
り, 比較的優遇されている労務者住宅でさえこの有様であったことから, ｢昭和十七年度の極
限された資材のうちからは, (貸家組合向けの) 新築用資材が捻出されず, 修繕用資材のみ配
給されることとなった  )｣ (括弧内筆者) のも仕方のないことであった｡
既に指摘したように, 貸家組合は ｢強制加入といふことになつてをりませんので, 組合に入
ればどんな利益があるのだといふことを先づ第一に問はれる…何か利益があると考へなければ
容易に入らない｣ という問題があった  )｡ その具体的利益とは, 建築資材の配給と資金の融通
である｡ 貸家組合に加入した貸家経営者の多くが, とりわけ資材の配給を目当てにしており,
ゆえに, 資材の配給が遅々として行われないことが明白になると, ｢初め言つてをつたのと話
が違ふではないか｣ と組合員から非難の声が巻き起こった｡ また, たとえ配給が行われるとし
戦時住宅政策の確立と住宅市場の変容    
  ) 玉塚締伍 ｢昭和十七年不動産界雑観｣ 『不動産時報』 ２巻  号,     年  月,   頁｡  ) ｢東京府の組合設立取扱方針｣ 『不動産時報』 １巻９号,     年９月,    頁｡  ) 玉塚締伍 ｢住宅政策の再検討｣ 『不動産時報』 ２巻２号,     年２月, ９頁｡  ) 吉田久雄 ｢貸家組合運営問答 (三)｣ 『不動産時報』 ２巻  号,     年  月,   ‒  頁｡  ) 同上 ｢貸家組合運営問答 (五)｣ 『不動産時報』 ２巻  号,     年  月,   頁｡  ) 早川文夫 ｢労務者住宅の供給｣ 『不動産時報』 ３巻２号,     年３月,  ‒  頁｡  ) ｢全国貸家組合の結成と貸家組合の再検討｣ 『不動産時報』 ３巻５号,     年５月, ９頁｡ 以下, 貸
家組合に対する資材の配給に関する引用は同記事による｡
                                                                
ても, その手続きは非常に面倒なものであった｡ 具体的には ｢資材の要求を組合員から受けて,
それを三月間纏めておいて, その纏まつたものを組合から出して, さうして四半期毎に配給を






一般民需の状態から決まる  )｣ のである｡ したがって, 民需用の資材が全般的かつ極限的に欠
乏している状況下において, その中から家屋の修繕や新築に用いる資材を割いたとしても, 極
めて不十分なものにならざるを得なかった｡ 例えば, ｢(戦前は) 坪当たり平均九百八十五匁の
釘を使用し, 貸家のやふな簡単な家でも八百匁は使用した｡ 然るに釘の配給は僅か三百五十匁
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却のどん底に墜落せんとしてゐます｣ (括弧内筆者) 等々の悲観的な意見が続出し, 貸家組合
の本来の目的である新築の見通しが全く立たない現状に対する組合幹部の深い失望を浮き彫り










とは, 第１に, 新旧借家間および旧借家間の家賃水準の格差である｡     年  月の第一次家賃
統制令により, 既存の貸家の家賃が釘付けにされたのに対し, 新築の貸家の家賃は任意に決定
することができたため, 両者の間に著しい懸隔が生じた｡ また, 既設の家賃も個々の事情を考
慮せずに一律に固定化したため, 経済的な不公正をもたらした｡ そこで,     年  月の第二次
家賃統制令により, 新築家賃については適正標準を導入したが, 既設の借家間における家賃の




家主が賃貸契約の更新を拒絶するケースが多発し, 借家関係の悪化を引き起こした｡ そこで,    年  月, 宅地建物等価格統制令によって宅地建物の売買価格を統制するとともに, 第  帝













は, 貸家組合の活動に対象を限定して検討した｡ 貸家組合の目的は, 横の繋がりをもたない個
別分散的な貸家経営者を組織化し, 政府が貸家組合に対して資金や資材の便宜を与えることに
より, 一般貸家の効率的な供給を達成しようというものであった｡ つまり, 都市において最大
の住宅供給主体としての役割を担ってきた貸家経営者を積極的に動員するために, 貸家組合法
を制定したのである｡ しかしながら, 実際には, 貸家組合は本来の目的を果たすことなく形骸




した｡ その結果, 一般貸家の建設を行う貸家組合に対して, 十分な資材が行渡ることはなく,
太平洋戦争期における住宅供給の中心的な担い手は, 貸家組合ではなく, 住宅営団と労務者の
雇用主である軍需工場となった｡
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